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新    聞    発    表 

  平成15年６月５日 

  財   務   省 

 

 

法 人 企 業 統 計 調 査（平成１５年１～３月）に つ い て 

 

 「四半期別法人企業統計調査」は、我が国の金融・保険業を除く資本金 1,000万円以上の営利法人の仮決算計数をとりまとめたものである。 

 当調査結果から１５年１～３月期の企業動向をみると、売上高については、製造業は引き続き増収となり、非製造業は引き続き減収となった。経常利益に

ついては、製造業は引き続き増益となり、非製造業は引き続き減益となった。また、設備投資については、製造業は引き続き減少となり、非製造業は減少

に転じた。 

[参  考] 

  この調査は、金融・保険業を除く資本金1,000万円以上の営利法人を対象とした無作為抽出による標本調査（標本法人の調査結果に基づいて母集団法人

の推計値を算出したもの）である。 

資 本 金 区 分 1,000万円以上１億円未満 １億円以上10億円未満 10 億 円 以 上 合     計 

母 集 団 法 人 数  (社) １，１７３，１０１ ２７，９５３ ５，６７３ １，２０６，７２７ 

標 本 法 人 数  (社) ７，８２９ ９，５５３ ５，６７３ ２３，０５５ 

回 答 法 人 数  (社) ５，４５３ ７，５００ ５，１７５ １８，１２８ 

回 答 率  (％) ６９．７ ７８．５ ９１．２ ７８．６ 

 

連 絡 問 合 先 

財務総合政策研究所 

調査統計部調査統計課 

TEL  3581－4111 

（内線）2226 

    5325・5328 

直通 3592－8344 

財務省ホームページアドレス 

http://www.mof.go.jp/ 
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１．売上高と利益の動向（第１図、第２図） 

(1) 売上高（第１表） 

 売上高は327兆2,442億円で、対前年同期（331兆8,001億円）を4

兆5,559億円下回り、前年同期増加率（以下「増加率」という）は

△1.4％（前期△5.0％）となった。 

 業種別にみると、製造業では、食料品、電気機械などが減収となっ

たものの、化学、輸送用機械、出版・印刷などの業種で増収となっ

たことから、製造業全体では3.6％（同2.6％）の増収となった。一

方、非製造業では、不動産などで増収となったものの、サービス業、

卸・小売業、建設業などの業種で減収となったことから、非製造業

全体では△3.3％（同△8.0％）の減収となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は2.2％

（同0.9％）、資本金１億円以上10億円未満の階層は3.0％（同3.4％）、

資本金1,000万円以上１億円未満の階層は△6.3％（同△12.5％）と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

14

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

3,318,001 △ 7.4 2,889,137 △ 9.2 3,046,289 △ 6.9 3,128,331 △ 5.0 3,272,442 △ 1.4

938,824 △ 9.6 870,951 △ 6.0 926,767 △ 2.1 951,840 2.6 972,600 3.6

食 料 品 103,332 0.6 113,681 2.9 115,541 1.5 118,960 △ 6.2 99,017 △ 4.2

出 版 ・ 印 刷 47,623 14.4 49,087 1.5 47,189 △ 2.8 52,306 △ 3.8 52,224 9.7

化 学 79,881 △ 6.1 86,370 △ 5.5 86,023 △ 4.0 89,622 △ 1.2 87,993 10.2

金 属 製 品 44,667 △ 8.7 37,457 △ 7.1 41,178 9.8 43,560 9.6 45,983 2.9

一 般 機 械 69,629 △15.2 49,478 △20.9 61,309 △ 4.0 56,186 △ 2.8 70,735 1.6

電 気 機 械 193,583 △18.0 163,961 △12.5 177,960 △10.3 173,032 0.8 191,109 △ 1.3

輸 送 用 機 械 127,972 △ 3.8 114,716 6.4 125,605 8.5 129,534 17.7 134,305 4.9

2,379,177 △ 6.4 2,018,186 △10.5 2,119,522 △ 8.8 2,176,491 △ 8.0 2,299,842 △ 3.3

建 設 業 389,196 △ 6.6 235,127 △12.0 263,528 △ 8.5 283,702 △ 5.4 373,467 △ 4.0

卸 ・ 小 売 業 1,240,184 △11.2 1,133,610 △13.4 1,178,113 △ 6.9 1,219,845 △ 7.7 1,205,099 △ 2.8

不 動 産 業 67,395 △19.8 70,276 12.8 75,868 17.6 77,227 34.3 93,387 38.6

運 輸 ・ 通 信 業 183,325 △ 5.2 176,546 △ 5.9 191,375 △ 0.6 187,916 2.6 179,710 △ 2.0

電 気 業 41,310 △ 1.1 35,897 △ 3.5 42,605 △ 3.3 36,713 △ 3.8 40,398 △ 2.2

サ ー ビ ス 業 436,424 13.0 346,518 △ 6.8 349,103 △22.6 348,111 △21.8 384,001 △12.0

1,367,717 △ 7.2 1,169,532 △ 2.7 1,287,605 △ 2.3 1,270,273 0.9 1,397,206 2.2

510,973 △12.0 484,331 △ 0.9 503,568 0.4 506,375 3.4 526,089 3.0

1,439,311 △ 5.7 1,235,274 △17.2 1,255,116 △13.6 1,351,683 △12.5 1,349,146 △ 6.3

（注）増加率は対前年同期増加率である。

14 15

△ 3.6 △ 2.0 △ 0.2 0.5 0.1

製 造 業 △ 0.6 0.7 1.1 1.4 0.4

非 製 造 業 △ 4.7 △ 3.1 △ 0.7 0.2 0.0

増加率増加率増加率

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

10～12 1～3

全 産 業

1～3 4～6 7～9
区　　　　分

第１表　　売　上　高　の　推　移

（参考）　季節調整済前期比増加率

15

増加率 増加率
区　　　　分

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000 万円～ 1 億円

(％)
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(2) 経常利益（第２表） 

 経常利益は10兆3,277億円で、前年同期（9兆3,881億円）を9,396

億円上回り、増加率は10.0％（前期22.7％）となった。 

 業種別にみると、製造業では、食料品、輸送用機械などで減益と

なったもの、電気機械、金属製品、化学などで増益となったことか

ら、製造業全体では36.6％（同72.7％）の増益となった。一方、非

製造業では、不動産業、運輸・通信業などで増益となったものの、

卸・小売業、サービス業、電気業などで減益となったことから、非

製造業全体では△1.2％（同△1.7％）の減益となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は

22.5％（同51.4％）、資本金１億円以上10億円未満の階層は12.7％

（同39.1％）、資本金1,000万円以上１億円未満の階層は△1.7％（同

△15.4％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

14

1～3 増加率 4～6 増加率 7～9 増加率 10～12 1～3

100,464 △ 16.6 79,475 △ 11.7 78,063 11.7 91,001 14.2 112,237 11.7

製 造 業 28,890 △ 39.2 25,567 △ 11.6 29,503 39.2 41,679 71.2 39,819 37.8

非製造業 71,574 △ 2.0 53,908 △ 11.7 48,560 △ 0.3 49,322 △ 10.9 72,418 1.2

（参考）　営　業　利　益　の　推　移

増加率

15

全 産 業

区　　　　分
増加率

(単位：億円、％)

14

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

93,881 △ 14.6 76,494 △ 16.8 72,168 20.5 90,441 22.7 103,277 10.0

27,793 △ 42.2 26,355 △ 12.6 28,110 48.8 41,787 72.7 37,953 36.6

食 料 品 2,862 △ 9.0 4,135 0.9 3,242 10.4 5,653 △ 6.3 1,509 △ 47.3

出 版 ・ 印 刷 3,084 △ 5.1 557 △ 55.0 528 1362.8 1,553 △ 5.1 2,687 △ 12.9

化 学 4,762 △ 16.8 8,665 1.7 6,722 22.4 9,202 11.6 4,847 1.8

金 属 製 品 292 △ 81.8 1,047 21.1 1,026 145.4 1,548 22.7 2,219 660.6

一 般 機 械 3,222 △ 37.6 △ 555 △122.5 1,667 27.7 1,317 426.5 3,257 1.1

電 気 機 械 △ 704 △107.6 2,052 157.8 791 * 3,956 * 4,461 *

輸 送 用 機 械 8,023 33.9 5,822 26.9 6,057 39.8 7,569 110.4 7,336 △ 8.6

66,088 6.9 50,140 △ 18.8 44,058 7.5 48,654 △ 1.7 65,324 △ 1.2

建 設 業 19,020 △ 5.9 △ 2,936 △357.8 620 210.1 △ 1,011 * 19,399 2.0

卸 ・ 小 売 業 23,093 △ 9.5 16,880 △ 21.5 16,765 12.4 17,044 △ 19.3 21,179 △ 8.3

不 動 産 業 5,138 118.1 6,894 △ 13.3 4,398 18.3 4,183 8.6 6,794 32.2

運 輸 ・ 通 信 業 1,776 34.5 14,240 25.6 5,970 157.2 13,703 115.6 2,180 22.8

電 気 業 △ 48 * 3,279 17.5 5,819 4.8 1,275 △ 38.3 △ 364 *

サ ー ビ ス 業 14,682 35.8 9,905 △ 35.4 9,865 △ 28.8 10,919 △ 27.2 13,227 △ 9.9

37,351 △ 20.0 39,926 △ 3.9 44,999 29.3 53,585 51.4 45,737 22.5

13,681 0.5 8,170 △ 8.0 10,123 18.8 11,398 39.1 15,421 12.7

42,850 △ 13.6 28,399 △ 31.5 17,047 3.0 25,458 △ 15.4 42,119 △ 1.7

（注）増加率は対前年同期増加率である。なお、＊印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

14 15

3.8 4.8 5.2 4.2 △ 3.1

製 造 業 11.4 15.3 17.9 12.2 △ 9.6

非 製 造 業 0.7 △ 0.2 △ 1.6 △ 1.0 1.7

区　　　　分
増加率

区　　　　分

増加率 増加率 増加率

7～9 10～12 1～3

全 産 業

非 製 造 業

1～3 4～6

第２表　　経　常　利　益　の　推　移

（参考）　季節調整済前期比増加率（経常利益）

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000万円～1億円

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

15

増加率

(％)
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(3) 利益率（第３表） 

 売上高経常利益率は3.2％（前年同期2.8％、前期2.9％）となった。 

 業種別にみると、製造業は3.9％（前年同期3.0％、前期4.4％）、

非製造業は2.8％（前年同期2.8％、前期2.2％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：％)

14 15
1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

2.8  2.6  2.4  2.9  3.2  

3.0  3.0  3.0  4.4  3.9  

食 料 品 2.8  3.6  2.8  4.8  1.5  

出 版 ・ 印 刷 6.5  1.1  1.1  3.0  5.1  

化 学 6.0  10.0  7.8  10.3  5.5  

金 属 製 品 0.7  2.8  2.5  3.6  4.8  

一 般 機 械 4.6  △ 1.1  2.7  2.3  4.6  

電 気 機 械 △ 0.4  1.3  0.4  2.3  2.3  

輸 送 用 機 械 6.3  5.1  4.8  5.8  5.5  

2.8  2.5  2.1  2.2  2.8  

建 設 業 4.9  △ 1.2  0.2  △ 0.4  5.2  

卸 ・ 小 売 業 1.9  1.5  1.4  1.4  1.8  

不 動 産 業 7.6  9.8  5.8  5.4  7.3  

運 輸 ・ 通 信 業 1.0  8.1  3.1  7.3  1.2  

電 気 業 △ 0.1  9.1  13.7  3.5  △ 0.9  

サ ー ビ ス 業 3.4  2.9  2.8  3.1  3.4  

2.7  3.4  3.5  4.2  3.3  

2.7  1.7  2.0  2.3  2.9  

3.0  2.3  1.4  1.9  3.1  1,000万円～1億円

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

第３表　　売 上 高 経 常 利 益 率 の 推 移

区　　　　分

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円
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２．投資の動向（第３図） 

(1) 設備投資（第４表） 

 設備投資額は10兆7,230億円で、対前年同期増加率は△3.0％（前

期△1.8％）となった。 

 業種別にみると、製造業は、輸送用機械、化学などが増加したも

のの、電気機械、金属製品、出版・印刷などで減少したことから、

製造業全体では△5.5％（同△10.8％）の減少となった。一方、非製

造業では、サービス業、運輸・通信業などで増加したものの、卸・

小売業、電気業、建設業などの業種で減少したことから、非製造業

全体では△1.9％（同2.4％）の減少となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は

△3.6％（同△1.3％）、資本金1億円以上10億円未満の階層は△3.3％

（同1.3％）、資本金1,000万円以上1億円未満の階層は△1.2％（同

△4.7％）となった。 

 なお、ソフトウェア投資額は8,625億円となり、ソフトウェア投資

を含んだ設備投資額は11兆5,855億円で、増加率は△1.7％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 15

製 造 業

非 製 造 業

△ 2.6

△ 3.6

△ 2.1

△ 2.4

△ 7.5

       0.1 △ 2.43.5

全 産 業 3.4 △ 2.0

3.1 △ 1.2

△ 1.1

△ 3.5

       0.1

（参考）　季節調整済前期比増加率（ソフトウェアを除く）

1～3  10～12
区　　　　分

1～3 4～6 7～9

(％)

(単位：億円、％)

14

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

110,553
(117,848)

△16.8 78,114
(83,121)

△15.5 92,361
(98,697)

△13.9
(△12.2)

95,096
(100,652)

△1.8
(△0.6)

107,230
(115,855)

△3.0
(△1.7)

33,453
(36,439)

△27.8 25,408
(26,820)

△23.7 29,267
(31,553)

△23.1
(△21.7)

27,581
(29,285)

△10.8
(△9.3)

31,605
(34,643)

△5.5
(△4.9)

食 料 品
2,749
(2,825)

△9.8 3,115
(3,183)

△1.8 3,567
(3,622)

7.1
(6.9)

3,050
(3,137)

△7.1
(△6.7)

3,053
(3,178)

11.1
(12.5)

出 版 ・ 印 刷
1,433
(1,540)
△18.9 883

(935)
△6.0 1,360

(1,471)
10.5
(2.8)

1,010
(1,079)

△31.2
(△31.2)

870
(989)
△39.3
(△35.8)

化 学
4,365
(4,744)

△1.5 3,461
(3,616)

△5.0 3,820
(4,096)

△14.8
(△11.8)

3,436
(3,656)

△15.1
(△12.2)

4,798
(5,060)

9.9
(6.7)

金 属 製 品
1,701
(1,768)
△13.7 1,056

(1,087)
△22.8 786

(815)
△46.3
(△46.0)

1,210
(1,278)

△25.6
(△24.1)

1,068
(1,117)

△37.2
(△36.8)

一 般 機 械
1,550
(1,718)
△35.9 1,020

(1,115)
△42.0 1,451

(1,591)
△33.3
(△30.6)

1,642
(1,799)

3.3
(9.7)

1,518
(1,804)

△2.1
(5.0)

電 気 機 械
6,629
(8,148)
△50.0 4,760

(5,364)
△48.2 5,902

(7,033)
△33.8
(△30.7)

4,831
(5,586)

△12.8
(△9.4)

5,572
(7,105)

△16.0
(△12.8)

輸 送 用 機 械
5,132
(5,364)
△29.6 4,094

(4,177)
14.4 4,410
(4,524)

△10.4
(△10.5)

4,189
(4,298)

2.8
(3.7)

6,054
(6,359)

18.0
(18.5)

77,100
(81,409)

△11.0 52,705
(56,300)

△10.9 63,094
(67,145)

△8.8
(△6.9)

67,515
(71,367)

2.4
(3.5)

75,625
(81,212)

△1.9
(△0.2)

建 設 業
4,802
(5,005)

19.2 2,054
(2,132)
△24.5 3,210

(3,374)
△17.4
(△14.9)

2,321
(2,441)

△19.8
(△17.5)

3,408
(3,841)

△29.0
(△23.2)

卸 ・ 小 売 業
12,920
(13,913)

△3.4 8,334
(8,882)
△20.7 10,235

(11,142)
△10.3
(△7.1)

10,014
(10,916)

△14.6
(△12.2)

9,555
(10,399)

△26.0
(△25.3)

不 動 産 業
6,279
(6,433)
△37.5 3,211

(3,244)
△3.6 3,380

(3,424)
△5.6
(△6.7)

5,859
(5,882)

54.7
(53.4)

5,844
(5,890)

△6.9
(△8.4)

運 輸 ・ 通 信 業
15,742
(16,513)

△14.6 10,176
(11,108)

0.9 11,451
(12,320)

△24.2
(△21.6)

10,106
(10,727)

△3.1
(△2.6)

16,966
(17,983)

7.8
(8.9)

電 気 業
9,106
(9,141)
△11.4 5,584

(5,592)
△17.0 5,742

(5,763)
△3.1
(△2.8)

6,323
(6,329)

△12.7
(△12.7)

6,237
(6,260)

△31.5
(△31.5)

サ ー ビ ス 業
26,359
(28,445)

△7.3 21,853
(23,820)

△10.0 27,521
(29,514)

△0.7
(0.8)

31,263
(33,378)

9.9
(11.2)

31,988
(35,147)

21.4
(23.6)

70,779
(76,015)

△17.2 48,334
(51,654)

△10.1 54,521
(59,047)

△17.0
(△15.0)

56,092
(59,647)

△1.3
(0.4)

68,259
(74,015)

△3.6
(△2.6)

15,326
(16,728)

△10.7 12,766
(13,666)

△19.2 14,588
(15,591)

△15.6
(△14.9)

14,962
(16,147)

1.3
(0.4)

14,817
(16,290)

△3.3
(△2.6)

24,447
(25,105)

△19.3 17,014
(17,801)

△25.7 23,252
(24,059)

△4.1
(△2.5)

24,042
(24,858)

△4.7
(△3.4)

24,153
(25,550)

△1.2
(1.8)

（注）１．増加率は対前年同期増加率である。

　　　２．設備投資の（　　）書きは、ソフトウェア投資を含んだものである（平成13年7-9月期以降)。

1,000 万 円 ～ 1 億円

全 産 業

増加率

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

増加率増加率増加率

第４表　　設　備　投　資　の　推　移

15

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

増加率
区　　　　分
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(2) 在庫投資（第５表） 

 在庫投資額は△12兆1,318億円（前年同期△14兆5,136億円）となっ

た。 

 業種別にみると、製造業の投資額は△3兆2,115億円（同△3兆8,841

億円）、非製造業の投資額は△8兆9,204億円（同△10兆6,295億円）

となった。 

 また、在庫率は7.7％（同8.0％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

14 15

１～３ 増加率 ４～６ 増加率 ７～９ 増加率 10～12 １～３

△145,136 * 31,619 △ 37.1 △ 27,244 * 51,783 △ 20.8 △121,318 *

製 品 ・ 商 品 △ 30,724 * 5,729 △ 66.0 △ 17,099 * 5,864 △ 40.2 △ 23,989 *

仕 掛 品 △106,613 * 26,392 △ 12.8 △ 9,162 * 47,456 △ 13.3 △ 97,653 *

原 材 料 △ 7,799 * △ 503 △115.9 △ 983 * △ 1,537 △276.9 324 *

△ 38,841 * 14,435 △ 37.9 △ 14,374 * 9,049     38.6 △ 32,115 *

△106,295 * 17,183 △ 36.4 △ 12,870 * 42,734 △ 27.4 △ 89,204 *

建 設 業 △ 72,197 * 7,570 △ 53.0 △ 261 * 32,450 △ 23.3 △ 60,216 *

卸 ・ 小 売 業 △ 12,686 * 3,744 △ 38.3 △ 3,485 * 8,798 △ 12.9 △ 14,692 *

不 動 産 業 △ 7,849 * 1,411 * △ 6,583 △12,401.1 △ 3,937 △6301.7 △ 4,464 *

（注）１．増加率は対前年同期増加率である。なお、＊印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

　　　２．在庫率＝　 　　　　　　 ×100

　　　３．在庫投資＝調査対象期間中の棚卸資産増加額

7.79.1

区　　　　分

在 庫 率

非 製 造 業

製 造 業

8.0 9.6 8.8

第５表　　在 庫 投 資 と 在 庫 率 の 推 移

増加率増加率

全 産 業

棚卸資産(期末)
売上高×４
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３．資金事情（第６表） 

 受取手形・売掛金は205兆8,510億円（増加率△2.1％）、支払手形・

買掛金は168兆143億円（同△3.6％）となった。 

 短期借入金は192兆7,920億円（同4.2％）、長期借入金は249兆7,265

億円（同△6.0％）となった。 

 現金・預金は126兆5,832億円（同0.6％）、有価証券は14兆1,897億

円（同△2.3％）となった。 

 また、手元流動性は10.7％（前年同期10.5％）となった。 

 

 

 

 

４．自己資本比率（第７表、第４図） 

 自己資本比率は27.7％（前年同期26.3％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

14

１～３ 増加率 4～6 増加率 7～9 増加率 10～12 １～３

受 取 手 形 ・ 売 掛金 2,102,848 △ 9.7 1,966,253 △ 7.9 1,904,477 △ 6.5 2,026,165 △ 1.3 2,058,510 △ 2.1

支 払 手 形 ・ 買 掛金 1,743,057 △ 10.4 1,617,460 △ 10.7 1,555,550 △ 8.9 1,694,483 △ 3.1 1,680,143 △ 3.6

短 期 借 入 金 1,850,213 △ 6.3 1,931,223 4.1 1,940,677 3.8 1,918,738 1.5 1,927,920 4.2

長 期 借 入 金 2,656,731 △ 1.9 2,626,524 △ 3.9 2,518,042 △ 6.0 2,641,301 △ 4.8 2,497,265 △ 6.0

現 金 ・ 預 金 1,258,209 △ 6.9 1,229,413 △ 1.8 1,154,666 △ 4.7 1,199,820 △ 3.0 1,265,832 0.6

有 価 証 券 145,289 △ 26.6 147,575 △ 29.7 144,916 △ 27.6 144,302 △ 9.2 141,897 △ 2.3

手 元 流 動 性

（注）１．受取手形・売掛金、支払手形・買掛金、短期借入金、長期借入金、現金・預金、有価証券は期末残高である。

　　　２．有価証券は流動資産中の有価証券である。

　　　３．増加率は対前年同期増加率である。

　　　４．手元流動性＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

10.710.710.812.210.5

第６表　　資金関連項目の推移（全産業）

区　　　　分
15

増加率増加率

現金・預金＋有価証券(期首・期末平均)
売上高×４

(単位：％)
14 15
１～３ ４～６ 7～9 10～12 １～３

26.3   26.4   26.8   26.6   27.7   

10 億 円 以 上 32.6   32.8   33.9   33.3   33.9   

1 億 円 ～ 10 億 円 21.5   22.1   22.4   22.7   24.1   

1,000万円～1億円 20.0   19.8   19.3   19.5   21.4   

（注）自己資本比率＝　　　　　×100

全 産 業

資 本 金 別

区　　　　分

第７表　　自 己 資 本 比 率 の 推 移

自己資本
総資本
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第 １ 図  売 上 高 と 経 常 利 益 
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第 ２ 図  対 前 年 同 期 増 加 率 
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第 ３ 図  設 備 投 資 と 在 庫 投 資 
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第 ４ 図  自 己 資 本 比 率 の 推 移 
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（参考） 
 
 

四半期別法人企業統計調査の季節調整方法について 
 
１．採用した季節調整法 
（ⅰ）法人企業統計の季節調整法 
米国商務省センサス局で開発している X-12-ARIMA（2002）（Version0.2.9）を用いて季節調整系列を作成しています。 

（ⅱ）RegARIMAモデルの選択 
X-12-ARIMA中の RegARIMAモデルにおける階差次数・季節階差次数はそれぞれ１に固定し、他の次数は２以下の範囲内で AIC（赤
池情報量規準）の最小化により定めています。 
（ⅲ）選択された RegARIMAモデル 
対象項目、業種ごとに右記のスペックを使用しています。 
変化点・異常値分析の結果、売上高と経常利益の非製造業については、

平成元年１-３月期、４-６月期および平成９年１-３月期を変化時点として
消費税効果をモデルに取り入れています。また、曜日効果については取り

入れていません。 
データ利用期間は昭和６０年４-６月期以降、先行き予測期間は４期（１
年分）です。 
  
２．季節調整を採用した対象項目 
（ⅰ）対象項目は売上高、経常利益、設備投資の３項目です。 
（ⅱ）業種については、全産業、製造業、非製造業の３系列とし、資本金規模はそれぞれ全規模のみとしています。 
   全産業については、製造業と非製造業の季節調整値の合計によっています。 
 
３．季節調整済前期比増加率の公表方法 
  毎四半期ごとに、新たなデータを追加して RegARIMA モデルによる推定を行い、当該調査期の季節調整済前期比増加率を公表します。
また、過去の季節調整済前期比増加率の改訂を、毎回の季報発表時に遡及して行います。 

  RegARIMA モデル 消費税効果 

 製 造 業 （２１１）（２１１） なし 
売 上 高

 非製造業 （１１１）（２１２） あり 

 製 造 業 （２１２）（２１１） なし 
経常利益

 非製造業 （１１０）（０１２） あり 

 製 造 業 （２１２）（０１２） なし 
設備投資

 非製造業 （２１２）（０１１） なし 




























